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概要 

静岡県島田市では、過去数十年にわたって人口減少が続き、とりわけ若年層の域外流出

によって老年人口割合が顕著に上昇している。国立社会保障・人口問題研究所の将来人口

推計によれば、2050 年までに老年人口割合は約 40％に達する見込みであり、これにより

地域社会の持続性に深刻な懸念が生じている。 

 本研究は、国立社会保障・人口問題研究所（2024）で示された島田市の将来人口推計

を分析の基礎とし、一定の人口規模を維持するために必要な人口移動の水準を算出するこ

とを目的とする。また、United Nations（2000）で提示された人口推計手法を参考に、こ

うした手法が地方都市に対しても適用可能であるかを検証する。 

分析の結果、現状維持（ケース A）では、2070 年には人口が 54,670 人、2120 年には 25,497

人にまで減少することが示された。これは、現状のままでは、島田市の地域社会や経済基盤

の維持が困難になる可能性を示唆している。一方、人口を一定に維持する場合（ケース B）

は、年間 1,207 人の追加的な純移入者が必要となる。これは、現在の島田市の純移入数を大

きく上回る水準であり、仮に実現しようとした場合には抜本的な対策が求められることを

示している。また、出生率を目標値まで向上させた場合（ケース C）でも、年間 87 人の追

加的な純移入者が必要となる。 

本研究の分析結果から、島田市が人口減少に歯止めをかけ、持続可能な地域社会を実現す

るためには、移住促進策と出生率向上策の両面からの包括的な取り組みが必要であること

が明らかになった。特に、ケース B の結果からわかるように、移住促進策については、現状

の施策を大幅に強化する必要がある。具体的には、より魅力的な地域づくり、移住者の定住

支援策の強化、都市部との連携強化などが考えられる。さらに、ケース C の結果から、出生

率向上策も併せて推進していくことが重要である。 

本研究は、島田市のケーススタディであるが、同様の人口問題を抱える他の地方都市に

も示唆を与えるものと考えられる。また、より詳細な年齢階層別施策シミュレーション

や、具体的な政策パッケージの有効性評価を行うことで、実効性のある地域人口戦略の構

築に資する将来人口シミュレーションを行うことが今後の課題である。 
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はじめに 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）（2023）「日本の将来推計人口（令和 5

年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）によれば、日本の総人口は 2020 年の約 1 億 2,615

万人から 2045 年には約 1 億 880 万人へ減少し、2056年には 1 億人を下回って約 9,965 万

人、さらに 2070 年には約 8,700 万人まで減少すると推計されている。これにより、日本

は今後、長期的な人口減少過程をたどることが見込まれる。 

また、同研究所が公表した「日本の地域別将来推計人口（令和 5 年推計）」（国立社会

保障・人口問題研究所 2024）によれば、総人口が減少する都道府県の数は拡大し、特に

地方部において人口減少・高齢化が深刻化することが指摘されている。 

静岡県島田市もこの問題から逃れられない地方地域の一例であり、既存の推計では長期

的な人口減少と老年人口割合の上昇が示されている。本研究では、島田市に対して 2020

年から 2120 年までの長期的な人口推計を行い、人口規模を一定に維持するために必要な

追加的な純移入者数を算出する。分析手法には、社人研による地域別将来推計人口データ

とコーホート要因法を用いるとともに、United Nations(2000)”Replacement 

Migration”で提示された手法を参考に、出生率向上や純移入者数増加を通じたシナリオ

を検討する。 

 

1. 研究の背景と目的 

1.1  研究の背景 

静岡県島田市では、過去数十年にわたって人口減少が続き、とりわけ若年層の域外流出

によって老年人口割合が顕著に上昇している。国立社会保障・人口問題研究所の将来人口

推計によれば、2050 年までに老年人口割合は約 40％に達する見込みであり、これにより

地域社会の持続性に深刻な懸念が生じている。 

 本研究は、国立社会保障・人口問題研究所（2024）で示された島田市の将来人口推計を

分析の基礎とし、一定の人口規模を維持するために必要な人口移動の水準を算出すること

を目的とする。また、United Nations（2000）で提示された人口推計手法を参考に、こう

した手法が地方都市に対しても適用可能であるかを検証する。 

 

1.2  先行研究 
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本節では、本研究の先行研究である国立社会保障・人口問題研究所（2024）による地域

別将来推計、島田市(2019)が策定する人口ビジョン、United Nations (2000) 

“Replacement Migration”について述べる。 

最初に、地域別将来⼈⼝推計の推計法について述べる。小池(2020)は地域別の人口推計は、

全国推計とは異なる 3 つの特性を考慮する必要があるとしている。 

1 つ目は、人口移動の範囲と影響である。全国推計では国境を越える国際人口移動のみを

対象とするのに対し、地域推計ではこれに加えて国内の地域間移動も考慮しなければなら

ない。地域間の人口移動をどのように仮定するかは、将来人口推計において極めて重要なポ

イントとなる。 

2 つ目は、利用可能な人口統計情報の制約である。将来人口推計で一般的に用いられるコ

ーホート要因法では、出生・死亡・移動に関する一定の仮定設定が求められる。その際、

最も有用なデータは過去から現在までの人口統計である。しかし、地域ごとに利用可能な

人口統計は往々にして限られており、特に小地域になるほど詳細な統計を入手することが

困難となる。 

3 つ目は、人口動態の不安定性である。地域別に人口動態を捉える場合、対象地域の規模

が小さいほど、短期間で出生や死亡、さらには人口移動の傾向が大きく変化しやすい。そ

の結果、安定的な傾向を見出しづらく、将来人口推計における不確実性が増大する。 

 また、「日本の地域別将来推人口（令和 5 年推計）」(国立社会保障・人口問題研究所 

2024)とは、社人研が都道府県および市区町村レベルでの将来人口を推計したものであ

る。推計の対象は、全国 1,884 地域（1,883 市区町村および福島県「浜通り地域」）であ

り、令和 2 年（2020 年）の国勢調査を基に、令和 32年（2050 年）までの 30 年間につい

て、5 年ごとに男女別・5 歳階級別の人口を推計している。これらの市区町村単位での人

口値を合計することで、都道府県別人口も算出している。ただし、推計期間は 2050 年ま

でに限定されているため、それ以降の長期的な人口動向を分析する際には、独自に推計を

行う必要がある。 

一方、静岡県島田市も独自に将来の人口推計を行っている。これは、「島田市まち・ひ

と・しごと創生人口ビジョン（令和元年度改訂版）」(島田市 2019)（以下「島田市推

計」）として公表されており、令和 2 年（2020 年）から令和 42 年（2060 年）までの 40

年間を対象期間としている。 

島田市推計は、社人研の「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年（2018 年）3 月推

計）」(国立社会保障・人口問題研究所 2018)を参考にして行われたものであり、人口の

将来展望を提示したものであるが、その考え方として、「今後目指すべきは、人口減少・

少子超高齢社会においても、将来にわたって持続可能で暮らしやすいまちづくりを実現す

ることであり、そのためには人口減少への適応が不可欠となる。将来のある時点で社会移
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動が均衡し、出生率が人口置換水準にまで回復することが、人口規模および構造の安定に

必要な条件である。」と述べられている。 

これに関して、島田市推計では、島田市は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」、静岡県の「美しい“ふじのくに”まち・ひと・しごと創生総合戦略」、および市独

自の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等、様々な施策の効果が十分に発現し、若い世

代の結婚・出産・子育ての希望が実現する場合、令和 22 年（2040 年）には合計特殊出生

率が「2.07」に上昇することを仮定し、さらに、積極的な移住・定住の促進や子育て支援

施策の推進等により、社会移動が令和 2 年（2020 年）以降継続的に均衡することも仮定

し、これによって、緩やかな人口減少と年齢構成のバランスが維持され、65 歳以上人口割

合は令和 27 年（2045 年）に 35.4％でピークを迎え、その後令和 42 年（2060 年）には

32.2％へと低下するとの推計を示し、島田市は、この推計を踏まえた上で、さらなる合計

特殊出生率の上昇や転入超過、さらには長寿化による人口増加を目指し、地方創生の進展

を期待して令和 42 年（2060 年）の目標人口を「8 万人」とする方針を継続している。 

一方、島田市の人口現況を見ると、平成 7 年（1995 年）の 103,490 人をピークにすでに

減少傾向へ転じており、日本の総人口ピーク（平成 20 年（2008 年））や静岡県人口ピー

ク（平成 19 年（2007 年））よりも約 10 年早く人口減少が始まっている。社人研推計準拠

の見通しによれば、2060 年には人口が約 62,000 人、65 歳以上人口割合は 41.8％に達する

と見込まれる。 

一方、United Nations（2000）”Replacement Migration”は、人口減少および人口高齢

化への対応策として移民が有効か否かを検討した研究である。研究の対象としたのは、フ

ランス、ドイツ、イタリア、日本、韓国、ロシア連邦、イギリス、アメリカ、ヨーロッパ

地域および欧州連合（EU）の計 8 か国・2 地域で、いずれも出生率が人口置換水準を下回

る比較的大規模な国・地域である。 

人口減少と高齢化が進む中、出生率、死亡率、人口移動（移民や移出）は将来人口を左

右する大きな要因である。このうち短期から中期的に人口動態へ影響を与え、減少や高齢

化を軽減し得る手段は主に人口移動であるとされている。” Replacement Migration” 

では、特定の人口目標や成果を達成するために必要な移民流入数を算出する 5 つのシナリ

オを提示している。 

1. 国連人口推計（1998 年版）の中位推計に基づく標準的な想定。 

2. 中位推計を基準とし、1995 年以降の移民をゼロと仮定した場合の推計。 

3. 1995 年以降に移民がゼロの場合、到達する最大規模の総人口を 2050 年まで維持する

ために必要な移民数を加えた推計。 
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4. 1995 年以降に移民がゼロの場合、同様に最大規模となる生産年齢人口（15～64 歳人

口）を維持するために必要な移民数を加えた推計。 

5. 生産年齢人口と老年人口の比率（PSR）を 1995 年水準で維持するために必要な移民数

を加えた推計。 

対象期間は 1995～2050 年で、1950～1995 年のデータは国連人口推計（1998 年版）に基

づく。1995～2050 年の推計では、1995 年時点の性別・5 歳階級別人口を基礎に、中位推計

で想定された年齢別出生率・死亡率を用い、コーホート要因法によって将来人口を推計し

ている。 

 推計結果の概略は以下のとおりである。 

1. アメリカを除くすべての国で 2050 年までに総人口が減少。一方、アメリカは将来的

な大量移民を想定しており、人口増加が続く。PSR は全般的に急速に低下し、EU は

2000 年の 4.1 から 2050 年には 2.0 へ、ヨーロッパは 4.6 から 2.1 へと約半減、韓国

では 10.7 から 2.4 へと特に顕著に減少する。 

2. 移民を全く想定しない場合、アメリカも 2050 年以前に人口減少が始まる。PSR は総人

口に先行して急速に低下する。 

3. 総人口最大値を維持するために必要な移民数は、EU で約 4700 万人、ヨーロッパで 1

億人、ロシア連邦で 2800 万人、ドイツで 1800 万人、日本で 1700 万人、フランス・

韓国で各 150 万人となる。 

4. 生産年齢人口を維持するための移民数はシナリオ 3 より多く、EU で約 8000 万人、ヨ

ーロッパで 1 億 6100 万人、フランスで 500 万人、韓国・イギリスで各 600 万人、ド

イツで 2500 万人、日本では 3300 万人が必要となる。 

5. PSR を 1995 年水準で維持し続けるには極めて大量の移民が求められ、EU は 7 億人、

ヨーロッパで約 14 億人、イギリス 6000 万人、フランス 9400 万人、日本とアメリカ

で 5 億人超、韓国では 50 億人という膨大な人数となる。 

以上のような結果から、短期・中期的に人口減少や高齢化を緩和する手段として移民が

有効な可能性はあるものの、PSR を過去水準に戻すには現実的でないほど莫大な移民数が

必要であることが示されている。 

本研究は、これらの先行研究・データを踏まえ、島田市の将来人口を長期的に展望し、

一定の人口規模を維持するために必要な人口移動水準を算出し、それを通じて地域社会の

持続可能性に関する理解を深めることを目的とする。社人研推計（国立社会保障・人口問

題研究所 2024）で示された島田市の将来人口を分析の基礎とし、その将来人口推計を

2120 年まで延長推計することで、既存の推計研究が主に短・中期的視野に限られていた点

を補完する。また、United Nations（2000）”Replacement Migration”で提示された人
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口推計手法を地方都市である島田市へ応用し、この手法が大都市圏以外にも有用な知見を

提供し得るか検証する点に新規性がある。さらに、島田市独自の人口ビジョンにおける前

提条件や想定値を利用した推計を行うことで、その妥当性を評価し、地方自治体による人

口政策立案・改善に資する多面的な視点を提供するとの意義も有する。 

 

2. データと方法 

2.1  データ 

本研究では、コーホート要因法により将来人口推計を行うため、以下のデータを使用し

た。 

1. 基準人口：総務省「国勢調査」（2020 年 10月 1 日現在） 

2. 将来の生残率 

3. 将来の純移動率 

4. 子ども女性比 

5. 0～4 歳性比 

将来の生残率、純移動率、子ども女性比、0～4 歳性比については、社人研の「日本の地

域別将来推計人口（令和 5 年推計）」(国立社会保障・人口問題研究所 2024)を用いた。ま

た、島田市の 2070 年から 2120 年までの総人口を維持するために必要な純移動増を算出す

る際には、総務省統計局(2022)による 2021 年 10 月１日現在の「静岡県の年齢 3 区分別人

口」を使用した。 

 

2.2 方法 

本研究では、2020〜2120 年の 100 年間を対象とし、静岡県島田市の 5 年分の性別・5 歳

階級別総人口の推計を行った。推計には、社人研地域推計で用いられるコーホート要因法

を用いている。この手法は、将来人口を「死亡」「出生」「移動（純移動）」の 3 要因に

よって変化するコーホート（年齢集団）の経年変化として表し、基準時点の人口から順次

計算するものである。具体的には、ある年齢階級に属する人口に対して、5 年間の加齢に

伴う死亡・出生・移動を考慮して、将来人口を求める方法である。 

 本研究では、この基本的なコーホート要因法を用い、以下の 3 つのケースを設定した。 
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⚫ ケース A（ベースライン推計）: 社人研推計(2045～2050 年)を 2120 年まで機械的に

延長したもの。2050 年以降の生残率、純移動率、子ども女性比、0～4 歳性比は 2045

～2050 年の値で一定と仮定し、将来人口を推計する。 

⚫ ケース B（総人口維持シナリオ）: 2070 年から 2120年までの総人口を純移入者数の

増加により一定水準で維持するもの。移動仮定以外はケースと同じ仮定とし、純移入

について後述の方法により、5 年ごとに追加の純移入数を増加させて推計する。 

⚫ ケース C（目標出生率達成シナリオ）: 島田市が独自に掲げる目標出生率を達成する

ことを前提とした上で、総人口を一定水準で維持するために必要な純移入者数を増加

させるもの。出生・移動仮定以外はケース A と同じ仮定とし、出生仮定は TFR が 2040

年に 2.07 となるよう子ども女性比を変化させるとともに、ケース B と同様に 5 年ご

との追加の純移入を増加させる推計とする。  

以上の 3 ケースを比較することで、政策的な介入（出生率向上や移入促進）が将来人口

に及ぼす影響を明らかにする。 

ここで、ケース C は出生率を変化させるという仮定をおいているが、社人研地域推計で

は仮定値として子ども女性比を用いている。本研究では、社人研全国推計で示された全国

の子ども女性比（CWR）と合計特殊出生率（TFR）の実績値を用い、比を取ることで任意の

出生率仮定における子ども女性比を設定している。 

具体的には 

⚫ TFRIPSS(t)：t～(t＋4)年の社人研全国推計の出⽣率 

⚫ TFRSIM(t)：t～(t＋4)年のシミュレーションの出⽣率 

⚫ CWRIPSS(t)：t～(t＋4)年の社人研全国推計の子ども女性比 

⚫ CWRSIM(t)：t～(t＋4)年のシミュレーションの子ども女性比 

としたとき、下式 

CWRSIM(t) =
TFRSIM(t)

TFRIPSS(t)
× CWRIPSS(t) 

によって子ども女性比の値を算出する。 

また、ケース B・C では、毎年の追加的な純移入者数(TNMPx)を、性別・年齢階級別に配

分する際、総務省統計局(2022)による 2021 年 10 月 1日現在の都道府県別、年齢（3 区

分）、男女別人口統計の静岡県に関するデータをもとに、年齢区分ごとの純移入率を算定

した。具体的には、0〜14 歳を 3 区分、15〜64 歳を 10 区分、65 歳以上を 7 区分とした年

齢区分を用い、各区分における人口規模に応じて純移入者数を比例配分している。 
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具体的な手順として、総務省統計局(2022)による「都道府県，年齢（3 区分），男女別人

口－総人口，日本人人口(2021 年 10月 1 日現在)」から、表１に示す年齢３区分別人口か

ら静岡県の年齢 3 区分別人口の割合を算出した(表 2)。これを以下の記号で示す。 

⚫ 𝐶𝑈15：0〜14 歳人口の割合 

⚫ 𝐶15〜64：15〜64 歳人口の割合 

⚫ 𝐶65+：65 歳以上人口の割合 

この割合をもとに、男女比を 1:1 と仮定し、各年齢区分の人口を男性と女性に割り当て

る。例えば、15〜64 歳人口の割合であれば、以下の様に表される。 

𝐶15~64
𝑀𝑎𝑙𝑒 = 𝐶15~64

𝐹𝑒𝑚𝑎𝑙𝑒 =
1

2
𝐶15~64 

 これを 0〜14 歳・65 歳以上人口にも適用し、純移入率を以下の様に設定した。 

𝑁𝑀𝑃𝑥𝑆𝐻𝐼𝑀𝐴𝐷𝐴,𝑖,𝑔  =  

{
 
 
 

 
 
 𝑇𝑁𝑀𝑃𝑥 ×

1
2 𝐶𝑈15

3
             (0 ≤ 𝑖 < 3)

  
𝑇𝑁𝑀𝑃𝑥 ×

1
2 𝐶15~64

10
             (3 ≤ 𝑖 < 13)

     
𝑇𝑁𝑀𝑃𝑥 × 

1
2 𝐶65+

7
             (13 ≤ 𝑖 < 20)

 

 ここで、 

⚫ i: 年齢層インデックス 

⚫ g: 性別（男性または女性） 

⚫ TNMPx: 毎年の追加的な純移入者数（求めるべきパラメータ） 

⚫ NMPx: 与えられた毎年の純移入者数（TNMPx）を、年齢階級ごとの比率に基づいて按

分し、さらに性別軸を設けて 2 列の行列としたもの 

である。 

さらに、ケース B・C では、2070 年から 2120 年までの期間において総人口を一定水準で

維持するための、追加的な純移入者数(TNMPx)を求める必要があるが、これは手順によっ

た。 

コーホート要因法を用いて、初期年度(2020 年)から 2120 年まで 5 年刻みで人口を推計す

る。ここで、TNMPx（純移入者数）の値は初期値として 500 を与える。 

推計された 5 年分の総人口(Pt)に対して、年次 t を説明変数、Pt を目的変数とした単回

帰分析を行う。 

𝑃𝑡 = 𝑎 + 𝑏𝑡 +  𝜀 

ここで、aは切片、bは t の係数である。 
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ここで、純移入者数 TNMPx を変数として、この推計と回帰分析を繰り返すと、 b = 

f(TNMPx) という形で b は TNMPx の関数とみなせる。 

 

総人口を維持することとは、b を 0 にすることに等しいと考えられることができるので 

𝑓(𝑇𝑁𝑀𝑃𝑥) = 0 ⓵ 

を満たす TNMPx を求めればよいことになる。 

そこで、数値解析的に式①の解を求めることにより、必要な純移入者数を推計した。 

 

3. 結果と考察 

3.1 結果 
本節では、ケース A、ケース B、ケース C の 3 ケースについて、総人口、年齢 3 区分（15 歳

未満、15～64 歳、65 歳以上）の推移、ならびに 65 歳以上人口割合を 5 年刻みで 2120 年ま

で推計した結果を示す（表 3〜5、図 1）。なお、年次別の詳細な数値は表 3（ケース A）、表

4（ケース B）、表 5（ケース C）に、各ケースの総人口および構成比推移は図 1 に示してい

る。 

ケース A では、2045 年までの推計値をもとに、2050年以降も 2045～2050 年のパラメー

タ（生残率、純移動率、子ども女性比、0～4 歳性比）を固定した場合の長期推計を行っ

た。その結果、総人口は 2020 年の 95,719 人から、2070 年には 54,670 人、2120 年には

25,497 人へと一貫して減少するものと見込まれる（表 3、図１）。65 歳以上人口割合は

2055 年に 40％を上回り、2120 年には 42.30％となる（表 3）。15 歳未満人口は 2020 年の

12,039 人から、2070 年には 5,268 人、2120 年には 2,450 人へ、15～64 歳人口は 2020 年

の 53,420 人から、2070 年には 27,012 人、2120 年には 12,262 人へと大幅に減少し、特に

生産年齢人口の減少は地域経済の維持に深刻な影響を及ぼす可能性を示唆する。 

ケース B では、2070 年から 2120 年まで総人口をほぼ一定（105,909 人、2070 年時点の人

口を維持）に保つことを目標とした。そのためには、追加的な純移入者数が必要となり、

その推計値は年間 1,207 人と算出された（表 4、図 1）。これは 2019 年時点の島田市年間

純移入者数 81 人の約 15 倍に相当する。この追加的な人口流入により総人口減少は回避で

きるが、65 歳以上人口割合は約 37％前後で推移し、依然として高い高齢化水準を維持す

る（表 4）。15 歳未満人口は 2070 年に 11,291 人、2120 年には 11,303 人と見込まれ、ケ

ース A の同年時点における 5,268 人および 2,450 人という推計値と比べると、減少幅が大

幅に抑制されている。同様に、15～64 歳人口についても、2070 年に 55,726 人、2120 年に

55,067 人と見込まれ、ケース A が示す 27,012 人および 12,262 人を大きく上回る水準を維

持できる。しかしながら、年間 1,207 人という純移入数は現行施策レベルでは対応が難し
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い水準といえる。さらに、65 歳以上人口割合はケース A ほどではないにせよ約 37％と高

く、社会保障などの必要性が高い年齢層の割合が高いことにも留意が必要である。 

ケース C では、島田市の人口ビジョンで掲げられている目標出生率へ向上する仮定を設

定し、その上で 2070 年から 2120 年まで人口を一定に維持するための純移入者数を試算し

た。その結果、年間 87 人の追加的な純移入者で総人口をおおむね 89,000～90,000 人台で

維持可能となった（表 5、図 1）。これはケース B（年間 1,207 人）と比べて大幅に低い水

準であり、出生率の上昇が移入者数を減らす効果が示されている。しかし、依然として年

間 90 人近くの純移入増が必要であることがわかる。また、65 歳以上人口割合は約 30～

35％程度とケース B よりも低めで推移するが、それでも 30％以上となっており、高齢化へ

の対応の必要性は引き続き高いと言える。 

 

3.2 考察 

上記 3 ケースの結果から得られる知見は以下のとおりである。 

まず、ケース A では、出生率低下と高齢化が継続し、2120 年には総人口は 25,000 人程度

まで大幅な減少が見込まれる。この減少は、15〜64 歳人口の著しい減少を通じて地域経済

活動の維持を困難にし、公共サービスの確保やインフラ維持・運営にも深刻な支障をきた

す可能性がある。すなわち、現行のままでは、長期的な地域社会の「持続可能性」を確保

することは極めて難しいと考えられる。 

次に、ケース B は、総人口の維持に必要な年間 1,207人の追加的な純移入者数が、2019

年実績（81 人）の約 15 倍と極めて大きく、現実的な政策対応としてはハードルが高いこ

とが明らかとなった。仮に、これだけの規模の純移入を実現するとすれば、魅力ある雇用

創出、都市部からの移住誘発策、住環境整備、子育て・教育環境の魅力化など、あらゆる

分野にわたる抜本的強化が求められよう。 

一方、ケース C では、出生率の上昇により必要な追加的な純移入者が 87 人まで減少し、

ケース B と比較して大幅に減少することが示唆された。これは、出生率改善が中長期的に

は地域社会に正の影響を及ぼし、総人口維持のためのコストを軽減し得ることを意味す

る。しかし、実際の合計特殊出生率の改善には時間を要し、かつ TFR（合計特殊出生率）

2.0 以上の達成は簡単ではない。ゆえに、短期的な対策としては引き続き社会移動（移

入）促進が重要であり、中長期的な戦略として出生率改善策を並行実施する必要がある。 

以上の考察から、島田市においては、現行の延長線上にあるケース A では深刻な人口減

少と高齢化の進行により、将来的な地域の持続可能性は限定されること、総人口の一定維

持（ケース B）に向けた純移入者数は、実績値を大きく上回る人数が必要であるため、現

実的には難しいことが明らかとなった。一方、出生率向上策を組み合わせたケース C で

も、必要な純移入者は依然として相当数を要することから、移入促進策を強化しつつ、中
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長期的には出生率改善に取り組む「複合的戦略」の重要性が示唆される。これは、島田市

だけでなく、多くの地方都市が抱える人口減少問題に対する政策立案にも資するものであ

る。 

 

おわりに  

本研究は、静岡県島田市の 2070 年から 2120 年までの将来人口のシミュレーションを実行

し、人口減少に歯止めをかけるために必要な純移動者数について、国連の Replacement 

Migration で用いられている手法を参考に分析を行った。 

分析の結果、現状維持（ケース A）では、2070 年には人口が 54,670 人、2120 年には 25,497

人にまで減少することが示された。これは、現状のままでは、島田市の地域社会や経済基盤

の維持が困難になる可能性を示唆している。一方、人口を一定に維持する場合（ケース B）

は、年間 1,207 人の追加的な純移入者が必要となる。これは、現在の島田市の純移入数を大

きく上回る水準であり、仮に実現しようとした場合には抜本的な対策が求められることを

示している。また、出生率を目標値まで向上させた場合（ケース C）でも、年間 87 人の追

加的な純移入者が必要となる。 

本研究の分析結果から、島田市が人口減少に歯止めをかけ、持続可能な地域社会を実現す

るためには、移住促進策と出生率向上策の両面からの包括的な取り組みが必要であること

が明らかになった。特に、ケース B の結果からわかるように、移住促進策については、現状

の施策を大幅に強化する必要がある。具体的には、より魅力的な地域づくり、移住者の定住

支援策の強化、都市部との連携強化などが考えられる。さらに、ケース C の結果から、出生

率向上策も併せて推進していくことが重要である。 

本研究は、島田市のケーススタディであるが、同様の人口問題を抱える他の地方都市に

も示唆を与えるものと考えられる。また、より詳細な年齢階層別施策シミュレーション

や、具体的な政策パッケージの有効性評価を行うことで、実効性のある地域人口戦略の構

築に資する将来人口シミュレーションを行うことが今後の課題である。 
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図表 

 

図 1 ケース A・B・Cの総人口の見通し 

出典：筆者推計  
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表 1 静岡県の年齢 3区分別人口(2021 年時点) 

  

出典：総務省統計局(2022)「人口推計」  



   

 

   

 

18 

表 2 静岡県の年齢 3区分別人口割合 

 

出典：筆者推計  
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表 3 ケース A の総人口、年齢３区分別人口・65 歳以上人口割合の見通し

 

出典：筆者推計  
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表 4 ケース Bの総人口、年齢３区分別人口・65歳以上人口割合の見通し

 

出典：筆者推計  
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表 5 ケース Cの総人口、年齢３区分別人口・65歳以上人口割合の見通し 

 

出典：筆者推計 


